
■ 子育て支援課 ■ 

 

第４ 家 庭 福 祉 

母子家庭等の経済的自立と生活意欲の助長を図り、あわせて扶養している児童の福祉を増進す

るため、県・市の事業として昭和 56 年度から母子家庭等医療費（現・ひとり親家庭等医療費）の

給付制度を実施しています。 

 

１ ひとり親家庭等医療費給付 

母子・父子家庭等の健康保持と福祉増進を図るため、医療費を助成する制度で、所得制限が 

あります。平成 23 年 10 月より、児童の診療分について、現物給付による助成も行っています。 

●給付対象者 

・母子・父子家庭の児童及び両親のいない児童（18 歳の年度末まで） 

・母又は父（保険医療機関ごとに月に 1,000 円の自己負担あり） 

▽給付状況                           （R2.3.31現在） 

年 度 
対        象       者（人） 給付件数 

（件） 

納付額 

（円） 児 童 母 父 計 

平成27年度 4,904 3,107 299 8,310 73,025 170,622,090 

平成28年度 4,803 3,062 276 8,141 74,853 183,368,654  

平成29年度 4,600 2,929 247 7,776 69,553 174,836,960  

平成30年度 4,459 2,451 234 7,144 69,110 170,006,480  

令和元年度 4,233 2,693 214 7,140 66,817 161,117,573 

 

２ 児童扶養手当 

この手当は、児童扶養手当法に基づくもので、父又は母と生計を同じくしていない児童（18歳

に達する日以後の最初の3月31日までの者、心身に中度以上の障害がある場合20歳未満の者）に 

ついて、児童の心身の健やかな成長と福祉の増進を図るため、監護している母、監護しかつ生計

を同じくする父、又は両親にかわってその児童を養育している人に支給しています。 

ただし、受給者及び同居の親族が前年において一定額以上の所得を有する場合には支給されま

せん。 

※ 平成26年12月から、公的年金額が児童扶養手当額より低い方は、その差額分の手当を受給

できるようになりました。 

▽受給状況                              （R2.3.31現在） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

受給者数（人） 3,000 2,875 2,741 2,579 2,438 

支給額（千円） 1,446,125 1,435,595 1,412,554 1,346,740 1,641,248 

受給資格者数（人） 3,296 3,185 3,063 2,916 2,779 

手
当
月
額 

改定月 令和 2年 4月 

全額を受給できる場合 
 児童 1 人 43,160円 

 児童 2 人 53,350円 

 児童 3 人以上 1人につき 6,110円 

・一部を受給できる場合は、個人により手当額が違います。 
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３ 遺児援護対策 

次代を担う児童が心身ともに健やかに育つことは、全ての人の願いであり、社会全体の責任で

す。特に遺児対策は、福祉対策としても重要であるため、次のようなことを実施し、その対策を

図っています。 

※遺児とは・・父母又は父若しくは母のいない義務教育終了前（中学校卒業）までの児童。 

                           （離婚・未婚は除く） 

●施策内容 

名   称 支 給 条 件 支給額（円） 支 給 方 法 

遺児入学祝金 
遺児が小学校又は中学校に入学す

るとき 
7,000 4月申請、5月給付 

遺児卒業祝金 遺児が中学校を卒業するとき 10,000 3月申請、4月給付 

遺児弔慰金  

父若しくは母が死亡し遺児とな

ったとき 
10,000 6か月以内に申請、 

2週間後に給付 
父母が同時に死亡したとき 20,000 

 

▽事業実績                             （令和元年度） 

事 業 内 容 
給   付   実   績 

給付数（人） 給付単価（円） 給付額（円） 

入 学 祝 金 
小学校 12 7,000 84,000 

中学校 21 7,000 147,000 

卒業祝金（中学校） 34 10,000 340,000 

弔  慰  金 17 10,000 170,000 

合         計 741,000 
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４ 家庭及び児童相談 

昭和40年7月に相談室を開設し、家庭相談員を配置し、相談の内容により学校・児童相談所・ 

警察署等の関係機関と連絡をとりながら、適切な指導・助言を行います。 

▽相談処理件数                              （単位：件） 

 施設入所措置 児
童
福
祉
法
第
22

条
お
よ
び

第
23

条
の
措
置
権
者
に
通
告

ま
た
は
通
知 

児
童
相
談
所
へ
の
通
知 

ま
た
は
送
致 

児
童
相
談
所
の
委
嘱
に
よ
る

調
査 

他
の
機
関
に
紹
介 

そ
の
他
の
相
談
助
言 

計 

助
産
施
設 

母
子
生
活
支
援
施
設 

平成29年度 4 3 0 1 9 0 48 65 

平成30年度 4 2 0 4 14 1 66 91 

令和元年度 2 4 0 7 23 0 88 124 

 

▽受付経路別処理件数                            （単位：件） 

 発
見 

児
童
委
員
か
ら
通
告 

児
童
相
談
所
か
ら
送
致 

児
童
相
談
所
か
ら
委
嘱 

保
健
所
か
ら
の
通
知 

警
察
関
係
か
ら
通
告 

そ
の
他
都
道
府
県
関
係
通
告 

市
町
村
か
ら
通
告 

学
校
か
ら
相
談 

家
族
・
親
戚
か
ら
相
談 

本
人
か
ら
相
談 

そ
の
他
か
ら
相
談 

計 

平成29年度 0 1 0 9 6 0 3 1 13 12 7 13 65 

平成30年度 0 0 0 14 5 0 0 21 5 19 2 25 91 

令和元年度 0 0 10 23 0 5 11 10 0 21 1 43 124 

 

▽相談・助言延べ件数                            （単位：件） 
 

養護相談 保
健
相
談 

障害相談 非行 育成相談 そ
の
他 

計 

児
童
虐
待
相
談 

そ
の
他
の
相
談 

肢
体
不
自
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視
聴
覚
障
害 

言
語
発
達
障
害
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重
症
心
身
障
害
等 

知
的
障
害 

自
閉
症
等 

ぐ
犯
行
為
等 

触
法
行
為
等 

性
格
行
動 

不
登
校 

適
正 

育
児
・
し
つ
け 

平成29年度 33 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 10 0 54 

平成30年度 68 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 8 0 85 

令和元年度 117 7 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 4 0 3 14 148 
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５ 女性の保護 

女性の社会的地位が向上する一方で、社会生活・家庭生活において、夫等からの暴力やストー

カーの被害など新たな問題が生まれています。女性保護事業は、暴力被害女性の保護を目的とし

た啓発活動を行うとともに、要保護女子等の早期発見に努め、必要な相談支援を行います。 

 

（1）女性相談員 

昭和31年に「売春防止法」制定後、女性の抱える課題も多様化し、平成13年には「配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が公布されました。保護を必要とされる

女性に対し、転落の未然防止と保護更生、自立支援、その他の悩み等の相談に対応するため、

女性相談員を配置しています。 

 

▽経路別受付状況                             （単位：件） 
 

本
人
自
身 

警
察
関
係 

法
務
関
係 

他
の
相
談
所 

他
の
女
性
相
談
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福
祉
事
務
所 

他
の
相
談
機
関 

社
会
福
祉
施
設
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医
療
機
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教
育
関
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労
働
関
係 

知
人
縁
故
関
係 

そ
の
他 

計 

平成29年度 353 0 0 2 0 14 1 0 0 1 0 2 5 378 

平成30年度 284 1 0 2 0 19 3 0 0 1 0 2 9 321 

令和元年度 275 0 0 3 0 26 1 0 1 0 0 3 5 314 

 

▽相談処理状況                              （単位：件） 
 

女
性
保
護
施
設
に
収
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就
職
・
自
営 

結
婚 

家
庭
へ
送
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福
祉
事
務
所
へ
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送 

女
性
相
談
所
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女
性
相
談
員
へ
移
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他
府
県
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所
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女
性
相
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そ
の
他
の
関
係
機
関
・ 

施
設
へ
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送 

助
言
指
導
の
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そ
の
他 

計 

平成29年度 2 0 0 0 0 0 0 0 376 0 378 

平成30年度 0 0 0 0 0 0 0 1 320 0 321 

令和元年度 0 0 0 0 0 0 0 0 314 0 314 

 

▽相談内容状況                              （単位：件） 

 人 間 関 係 経済関係 医
療
関
係 

計 

夫  等 子ども 親 族 家
庭
不
和 

そ
の
他
の
者
の
暴
力 

男
女
問
題 

住
居
問
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そ
の
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生
活
困
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借
金
・
サ
ラ
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求
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そ
の
他 夫

等
の
暴
力 

離
婚
問
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そ
の
他 

子
ど
も
の
暴
力 

養
育
不
能 

そ
の
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親
の
暴
力 

親
族
の
暴
力 

そ
の
他 

平成29年度 102 46 20 9 2 58 2 1 26 1 6 0 9 22 11 3 6 15 39 378 

平成30年度 69 59 16 13 6 33 4 0 19 1 6 2 9 15 9 4 13 3 40 321 

令和元年度 44 72 13 2 11 43 5 4 20 0 3 0 38 11 10 1 6 8 23 314 
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６ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

母子・父子家庭及び寡婦の方々を対象に、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図るため、 

各種資金の貸付を行っております。 

貸付を希望される方は、事前相談が必要です。 

 

●貸付を受けることができる方 

母子家庭の母、母子家庭の母が扶養する児童、父子家庭の父、父子家庭の父が扶養する児童、

父母のいない児童、寡婦 

母子家庭・・・配偶者のない女子が現に 20 歳未満の者を扶養している家庭 

父子家庭・・・配偶者のない男子が現に 20 歳未満の者を扶養している家庭 

寡  婦・・・配偶者のない女性でかつて母子家庭の母であった方 

※ 本資金及び他制度の貸付金の償還、税金、公共料金等の支払を現に滞納している場合は、

原則として対象外となります。 

●連帯保証人 

原則として、連帯保証人が必要です。 

詳しくは、事前相談の際に御相談ください。 

●審査 

貸付に当たって審査を行います。 

審査には、数週間程度の時間が掛かることがあります。 

審査の結果、貸付の目的を達成することが困難と認められるときや、事業計画が適切でない

ときなどには、お貸しできない場合があります。 

 

▽貸付実施状況                         （令和元年度） 

区分 
貸付件数 支出額（新規分） 支出額（継続分） 支出額（年度分） 

（件） （円） （円） （円） 

事業開始資金 0 0   0 

事業継続資金 0 0   0 

修学資金 27 5,520,000 14,604,000 20,124,000 

技能習得資金 0 0 0 0 

修業資金 0 0 0 0 

就職支度資金 0 0   0 

医療介護資金 0 0   0 

生活資金 0 0 0 0 

住宅資金 0 0   0 

転宅資金 0 0   0 

就学支度資金 4 1,381,000  1,381,000 

結婚資金 0 0   0 

合 計 31 6,901,000 14,604,000 21,505,000 

 


